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【復興状況に関する住⺠アンケート調査】 倉敷市

復興状況に関する住⺠アンケート調査

調査方法
住⺠アンケート

質問紙による郵送自記入・郵送返却

調査対象
被災世帯（真備地区）
発送数：約５,７００世帯
回収数： ２,３６０世帯（４１．６％）【確定値】

調査時期 令和３年１１⽉上旬〜１２⽉末⽇

主な質問内容 住まい・生活の状況／復興に向けた課題／災害への
備え／地域のつながり，など
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【図１】住宅の再建⽅法
（回答者全体）

N=2,360

住まい【住宅の再建方法】 （問10）

○住宅の再建は，９割以上が完了し，再建方法の約８割が元の住宅を建て替え・補
修と回答
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住宅）約９割

N=1,844
【図２】住宅の再建⽅法

（回答者のうち，現在，
真備地区居住の⽅）
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真備地区内の
居住は約８割

現在の居住地

（参考） 被災５か月後に実施した住民アンケート調査では，「８割以上が真備地区で住まいを再建する意向」があった

真備地区内の

⇒
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【図３】今後の真備地区での居住について
（回答者全体）
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住まい【今後の居住意向】 （問11）

○真備地区での今後の居住については，「住み続けたい」と７割以上の世帯が回答

７割以上

【図４】今後の真備地区での居住について
（回答者のうち，現在，真備地区居住の⽅）

N=1,844

約９割

3
（参考）倉敷市第７次総合計画

現在住んでいるところが住みやすいと感じている人の割合 ：現状値 57.5％→目標値 71％（10年後）
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【図５】世帯の生活全体が「災害前の元の状態に戻ってきている」と感じている割合

N=2,360

復興の現状【元の状態への回復感と今後の展望】（問12・問13）

○生活全体が「災害前の元の状態に戻ってきている」と感じている世帯割合は約７割

約７割
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【内 訳】全１１項目での場合
・高い割合
「すまい」「⽣活」「福祉・医療」「仕事」「教育」

・低い割合
「まちのにぎわい」「将来の⽣活」「人と地域のつながり」

（１）生活全体

（２）「すまい」 （３）「まちのにぎわい」

約７割

約３割

N=2,360 N=2,360



倉敷市

【図６】これまでに⾏政が取り組んできた復興施策の進み⽅について

行政の復興施策【これまでの復興施策の進み方】（問15）

○これまで進んでいると思う施策は，「治水対策」「公共施設の復旧」「安定した
住まいの確保」等を選んだ世帯が多い

○これまで進んでいないと思う施策は，「身近な緊急避難場所の確保」「未来につ
ながるまちづくり」「災害に強い都市基盤づくり」等を選んだ世帯が多い
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まちを守る治水対策
（小田川合流点付け替え、河川改修など）

身近な緊急避難場所の確保
（緊急避難場所の指定や整備など）

災害に強い都市基盤づくり
（道路復旧、避難経路や防災拠点の整備など）

地区ごとの防災体制づくり
（防災教育、地区防災計画作成の促進など）

行政の災害対応力の強化
（防災情報システムの機能強化など）

被災者の生活支援
（生活再建に向けた支援、見守り相談支援、
心のケアなど）

安定した住まいの確保
（仮設住宅や災害公営住宅、リバースモーゲージ
型融資などの住まいの再建支援、公費解体など）

暮らしを支える公共施設等の復旧
（学校、公⺠館、真備⽀所などの復旧）

農業の再興
（農地・施設の復旧、持続的な農業経営の
⽀援など）

地域企業の再興
（事業所の再建・復興⽀援、起業家⽀援など）

にぎわいと交流の創出
（復興イベントの開催や農業交流などの⽀援）

豊かな自然と歴史・文化の魅力を発信
（復興防災公園の整備、観光振興など）

未来につながるまちづくり
（にぎわいや交流の促進に向けた拠点
づくりなど）

住⺠主体のまちづくり
（交流機会や団体、人づくりの活動⽀援）

国・県・市の連携による情報提供
（復興の取組みを広報紙などで発信）

※３つまで選択
N=2,360

まちを守る治水対策
（小田川合流点付け替え、河川改修など）
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（学校、公民館、真備支所などの復旧）
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住民主体のまちづくり
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【図７】今後，⾏政が取り組む復興施策で重視するもの

行政の復興施策【これから重視する復興施策】（問16）

○これから重視する割合が減少した施策は，「被災者の生活支援」「安定した住ま
いの確保」「まちを守る治水対策」等

○これから重視する割合が増加した施策は，「災害に強い都市基盤づくり」「にぎ
わいと交流の創出」「行政の災害対応力の強化」等

今回追加

■平成３０年度（N=2,142）
■令和 ３年度

前回調査なし
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【図８】災害時の記憶の薄れの感じ⽅
【図９】災害の記憶や教訓を伝える

ために必要だと思う取り組み
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地域で、防災講演会や具体的な避難計画
の作成、防災訓練などを行う

子どものころから、学校の防災授業で学
ぶ

災害の経験を伝える語り部や⽀援員など
の人材育成

模型・映像などを活用した、わかりやす
い情報発信

災害や復興に関する記録や資料の保存、
公開

過去に起きた事象や教訓を伝える碑や浸
水高の看板などの設置

災害からの節目の式典・イベントの開催

災害からの復興状況や治水対策などを現
地体験して学ぶ

その他
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災害への備え【災害時の記憶と教訓の伝承】（問20・問21）

○「災害直後と比べて記憶が薄れているように感じる」と，約８割の世帯が回答
○災害の記憶や教訓を伝えるために必要な取組として「子どものころから学校の防
災授業で学ぶ」「普段から防災について子どもと大人が一緒に話し合う」などを
選んだ世帯が多い

約８割

多い
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【図１０】地域コミュニティ活動が活性化するために必要なこと
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新型コロナウイルス感染症の収束

活動内容の積極的な広報や周知

地域住⺠の参加意識の啓発

地域活動リーダーの育成

地域で気軽に集まれる雰囲気づくり

話し合いによる復興に向かう地域課題の共有

子どもや若い世代が活躍する機会や活動の増加

活動手法などを外部団体から学ぶ環境づくり

市からの⽀援メニューの紹介や情報提供などの機会の増加

その他
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地域コミュニティの現状【地域に対しての意見】 （問25）

多い

○町内会・自治会などの地域コミュニティ活動が活性化するために必要なこととし
て，「新型コロナウイルス感染症の収束」「地域で気軽に集まれる雰囲気づく
り」「地域住⺠の参加意識の啓発」を選んだ世帯が多い
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